
令和４年５月 27 日

ふじのくに防災減災・地域成長モデル総合特区 継続意向について（案）
（静岡県知事直轄組織総合政策課）

１ 概要

令和４年度末で「ふじのくに防災減災・地域成長モデル総合特区」（以下、「本特区」と

する。）の計画期間が終了するにあたり、内閣府の継続意向調査について、本特区計画

を延長するため別紙のとおり「継続」で回答する。

２ 延長理由

・特区制度は、地域の包括的･戦略的な取組を、各種支援措置等を通じて総合的に支

援することにより、国と地方と協働で政策課題の解決を図ることを目的としている。

・本特区は「“ふじのくに”のフロンティアを拓く取組」を牽引する先導的なモデルの創出

を目指すものとして開始した。

・「“ふじのくに”のフロンティアを拓く取組」の構想期間は令和９年度までである。

・特区計画が終了し特区指定解除となった場合、国の各種支援措置も終了となる。

（社会資本整備総合交付金等の財政支援、利子補給等）

３ 延長に伴う主な計画変更点

（１）計画期間 ⇒ 令和９年度まで（５年間延長）

（２）指標及び数値目標の見直し

（３）県事業の進捗に合わせた変更（フロンティア第３期基本計画）

（４）県・市町要望に基づく変更（規制の特例措置や各種支援対象事業の追加・変更）

４ 延長に係る事務スケジュール

年 月 内容

令和４年

５月末
・地域協議会への諮問（特区計画継続意向）

・内閣府による総合特区計画の継続意向調査

６～７月
・新計画案（概要版）の作成

・県関係部局、市町への新計画に対する要望調査 

８月末
・地域協議会への諮問（新計画案（概要版））

・内閣府へ新計画案（概要版）の提出 

９月～
・内閣府との新計画案（概要版）に関する調整 
※内閣府担当参事官との調整 → 内閣府から専門家委員に照会 

12 月～

・内閣府評価・調査検討会 
・新計画案（概要版）に基づく新計画の作成 
・地域協議会への諮問（新計画案）

令和５年 
１月中旬 ・内閣府へ新計画の提出（正式提出） 

３月下旬 ・計画変更認定 

協議事項３



【参考】前回延長時（H29）の変更内容

（１） 計画期間の変更 平成 29 年度まで ⇒ 令和４年度まで（５年間延長）

（２） 数値目標の変更

（３） 金融支援（利子補給）対象事業の追加

評価指標
数値目標

新 旧

防災・減災機

能の充実・強

化

①地震・津波対策アクションプログラム2013にお

いて目標を達成したアクションの割合

①地震・津波対策アクションプログラム 2013 におい

て目標を達成したアクションの割合 

②“ふじのくに森の防潮堤づくり”の整備延長
②第4次地震被害想定を対象とした津波対策施設

（海岸）の整備延長

③津波の要避難地区で避難が必要となる人に

対する津波避難場所の充足率

③第 4 次地震被害想定に基づく市町津波避難計

画の策定率 

地域資源を活

用した新しい

産業の創出 ・

集積

①企業立地件数 ①企業立地件数

②新成長分野の取組件数 ②新成長分野の取組件数

③６次産業化等の新規取組件数 ③６次産業化等の新規取組件数

新しいライフ

スタイルの実現

の場の創出

①豊かな暮らし空間創世住宅地区画数 ①「暮らし空間倍増」住宅の累計工数

②移住相談窓口等を利用した県外からの移住

者数

②県及び市町の移住相談窓口等を利用した県外

からの移住者数 

③県内の太陽光発電の導入量 ③県内の太陽光発電の導入量

暮らしを支える

基盤の整備

①高規格幹線道路へのアクセス道路の供用率 ①高速道路の平均ＩＣ間隔

②国及び県の助成制度等を利用して建設され

た物流施設件数

②国及び県の助成制度等を利用して建設された物

流施設件数

③駿河湾港湾取扱貨物量

事業種別 市町名 事業名

沿岸・都市部の

リノベーション

袋井市 静岡モデル防潮堤整備と連動した次世代産業拠点創出事業

湖西市 浜名湖西岸地区産業集積推進事業

沿岸 21 市町 防災・減災に資する既存施設等利活用促進事業

内陸・高台部の

イノベーション

小山町 足柄サービスエリア周辺を広域都市交流拠点とした土地利用事業

袋井市 東名袋井ＩＣ周辺産業集積拠点創出事業



ふじのくに防災減災・地域成長モデル総合特区

静岡県知事直轄組織政策推進局総合政策課

054-221-2362

frontier@pref.shizuoka.lg.jp

1

特区の取組継続の意向につい
て
「継続」、「解除」又は「検討中」と
ご記入ください。

継続

2

特区の取組継続・指定解除・検
討中の理由

※１で回答した内容の理由をご
記入ください。

本特区は静岡県の推進する「“ふじのくに”のフロンティアを拓
く取組」（旧称：「内陸のフロンティアを拓く取組」）を牽引する先
導的な地域モデルを創出することを目的に指定を受けたもの
であり、同取組は令和９年度まで継続する予定であることか
ら、併せて特区の取組を継続したい。

具体的には下記の事由による。
・金融支援（利子補給金制度）を引き続き活用したいため。
・現在６つの事業で財政支援を活用しており、今後も引き続き
それらの事業を推進していくため。

3

自由記載欄
（例）
・現計画からの大幅な変更点
・事前に相談したい事項

※ この調査は、特区の取組継続・指定解除の意向を当事務局と指定自治体で早期に共有し、
その後の手続等を円滑に進めるために行うものです。

※ 回答は現時点で把握している分のみで構いません。
※ 回答後も何かございましたら、お気軽にご相談ください。

特区の取組継続・指定解除の意向調査票

特区名

担当者所属自治体・部署名

担当者名

電話番号

メールアドレス

回答案


